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レイバーによる若者，長期失業者および一人親（とくにシングルマザー）に対する New Deal プロ






もの相対的貧困率 29％という高い値を示している（House of Commons 2017：3, 17-18）（2）。また，
2011 年から 14 年までの 4 年間に人口の 3 分の 1（32.5％）が少なくとも 1 年間，貧困を経験して
おり，この数値は 2008 年の 31.5％から安定的に推移している（Office for National Statistics 
2014：18）。一人親世帯の持続的貧困状態はさらに深刻であり，同期間に少なくとも一度は貧困状
























あった。一方，2010 年に成立した連立政権は，福祉供給全般にわたって，PbR（Payment by 
Results）という成果主義を積極的に導入することによって，福祉の市場化による「ニュー・パブ
リック・マネジメント」を推進した。その結果，例えば，労働年金省による「子どものいる家庭の





















ども・子育て支援新制度」（2015 年 4 月 1 日施行）の性格をめぐって，「新自由主義的母性」（三浦
























































































われの知っている福祉はやめよう（end welfare as we know it）」と宣言した。そして，その 4 年
後に約束どおり「個人責任および就労機会調整法（PRWORA：Personal Responsibility and Work 
Opportunity Act）」を制定した。この PRWORA によって，アメリカでは史上初めて貧困状態に
陥ることに対して期限が設けられた。1935 年以来の「要扶養児童世帯扶助」（ADC：Aid to 
Dependent Children，のちに AFDC：Aid to Families with Dependent Children）は「貧困世帯一
時扶助」（TANF：Temporary Assistance to Needy Families）に変わり，支給年限は 5 年間，継





　マーガレット・ジョーンズとロドニー・ローは，1948 年から 98 年までのイギリスの戦後福祉国
家の 50 年の歩みと，その思想的変遷を概観した著書（Jones and Lowe 2002）の中で，1980 年代
のイギリスの思想と政治に最も大きな影響を与えたアメリカの思想家として，マレーをあげるとと



















祉の一部である。……」（Comission on Social Justice 1994：151）。
























ては，「チャイルド・トラスト・ファンド（Child Trust Fund）」，「児童控除（Child Tax Credit）」
や「シュア・スタート・プログラム（Sure Start Programme）」などがあげられる。すなわち，そ
（7）　マーク・フリードランドとデスモンド・キング（Freedland and King 2003；King 1999）は，ニューレイバー








に「権威主義」的な性格を備えている（（Lister 2006：55）。例えば 98 年の「犯罪と騒乱に関する






















































出発点なのだ。」（2011 年 8 月 15 日）（8）
　このキャメロンのスピーチは，文字どおり，シングルマザー世帯で育った子どもたちと，「反社
会的行動（Anti Social Behaviour）」とを直接，結び付けるものである。その後，2011 年 12 月に
は「困難を抱えた家族プログラム（Troubled Families Programme）」（以下，TFP と略記）が発













確認された後に，その成果に対して残額が支払われる（The Guardian, 9 July 2012），と。地方政
府はコミッショニング機能を行い，実際の家族介入業務は供給業者に委託して，民間から雇用され
たソーシャルワーカーなど「専門家」（10）が各家庭に入り込み個別に指導を行うという方式をとる。





に委託して『ダンディ家族計画評価報告書』（Dillane et al. 2001）を刊行した。1999 年 5 月から


































企業間の競争を激化させ市場化を本格化させるとともに（Battye and Daly 2012：4），対象となる











conditionality）」（Dwyer and Wright 2014：28）に結び付くようになるのだが，連立政権のもとで，
その条件は一層強化された。ピーター・ドゥワイヤーとシャロン・ライトは，それをニューレイ
バーにおける「クリーピング・コンディショナリティ」（Dwyer 2004：265）から，連立政権下の




　2011 年に成立した「ワーク・プログラム」は，ニューレイバーにおける雇用政策である New 








（Department for Work and Pension , DWP，以下，DWP と略記）は，競争入札によって業者を選
定するというメカニズムを用いていた。若者，長期失業者，シングルマザーなどに対する New 
Deal プログラムに対しては，2002 年時点ですでに 1 億ポンドの資金が投入されており，2004 年に
は 2000 の供給者が存在していたという。しかし，2006 年までの New Deal プログラムは「取引コ
スト」が大きく，その非効率さが指摘されていた（Finn 2011：11）。
　2007 年には当時の雇用労働省大臣のデヴィッド・フロイトが，『依存の削減，機会の増大：
welfare to work の未来のための選択（Reducing Dependency, Increasing Opportunity：Options 
for the Future of Welfare to Work）』（DWP 2017，以下，『フロイト・レポート』と略記）を発表
し，さらなるワークフェアの方向性を提示した。そして，2009 年には，各種の New Deal プログ
ラムを統一する Flexible New Deal が発表された。『フロイト・レポート』の特徴は，以下の四点
である。①アウトソーシングと競争の導入（「上位契約者」制度の導入），②「ブラックボックス・
デリバリー」モデル（DWP は最低供給基準を提示するだけで実際のサービス供給はフレキシブル








（Community Package Areas, CPA）を包括する，40 の「ワーク・プログラム」を受託した「上位





ンティアの共同企業が 1 という割合である。上位 4 社の市場集中度は 54％（2011 ～ 2014 年）であ
る。各 CPA には 2 から 3 の「上位契約者」がいる。また「上位契約者」によるサプライチェーン
のエンドツーエンド・サービス供給業者（ネットワーク内下請け）および，随意契約の専門家によ









（Employment and Support Allowance, ESA と略記）」を受給している求職者が主たる対象となる。




の他の求職者に比べて格段に低くなっていることである（Rees et al. 2014：234）。DWP の報告書




復帰できそうな人々に手厚く対応することになるという（Foster et al. 2014：32）。実際，リーズ
他による報告では，以下のように，あるプロバイダーの発言として，顧客（求職者）対応の指針が
描かれている。それは「準市場」制度のもとにおける利潤原理にもとづく私企業の対応を表してい








































れた懲罰システムのもと「義務的就労（Mandatory Work Activity）」につく必要がある（表 1）。
また，雇用・生活補助手当のグループに対しては支給期間が現在の無期限から 12 ヵ月に限定され
ている。求職者手当については，必要な活動に参加したにもかかわらず 12 ヵ月を超えて仕事につ





















間の支給停止（1 度目の違反は 1 週















1 度目は 3 カ月，2 度目は 6 カ月，
3 度目は 3 年の支給停止
就労のための面談のみが義務付
けられた受給者


















ア」つまり welfare to work という，福祉国家の理念の変化がある。そこから，支払い労働につく
ことができない人々や，家族における無償のケア労働と市場労働のダイコトミーの間におかれてい
るシングルマザーは「福祉依存者」と呼ばれて，「労働倫理」による懲罰的統制の対象となる。
ジェーミー・ペックとニコラス・セオドアは，ニューレイバーによる「第三の道」の New Deal プ
ログラムについて「work first は，労働市場の不安定性からくるリスクや負担を，国家から，失業














（14）　イギリスでは，2010 年に 30 年振りに税制改革案，『マーリーズ・レビュー』が公表された。それは，ミード
報告の後継報告書であり，この 30 年間の経済環境の変化を踏まえたものであるという。全体を貫くのは，就労イ
ンセンティブを高めるということである。その中で，PTR（participation tax rate）（ 1 －（働く場合の純所得－働
かない場合の純所得）/ 粗所得）と METR（marginal effective tax rate）（粗利益の限界的増加がどの程度税金と






格を持ちながらも，その一方，「犯罪と騒乱に関する法律（The Crime and Disorder Act）」（1998
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